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宜
野
湾
市
人
事
行
政
の
運
営
等
の
公
表
　
宜
野
湾
市
に
お
け
る
人
事
行
政
の
運
営
に
つ
い
て
公
表
し
ま
す
。

　
宜
野
湾
市
で
は
、
平
成
17
年
12
月
に
宜
野
湾
市
人
事
行
政
の
運
営
等
の
状
況

の
公
表
に
関
す
る
条
例
を
制
定
し
、
同
12
月
26
日
付
け
で
施
行
し
て
い
ま
す
。

　
職
員
給
与
や
職
員
数
、
勤
務
条
件
な
ど
に
つ
い
て
情
報
を
毎
年
公
表
す
る
こ

と
で
人
事
行
政
の
透
明
性
を
高
め
、
そ
の
公
正
な
運
営
を
行
い
ま
す
。

　
な
お
、
公
表
の
内
容
は
本
誌
の
各
任
命
権
者
か
ら
の
報
告
と
各
種
調
査
資
料

を
基
に
作
成
し
て
い
ま
す
。

■１　職員の任用及び職員数に関する状況
（１）　職員の任用に関する状況
ア　任命権者別採用者数（令和３年４月１日付け任用）

※上記、市長部局で20人任用後、教育委員会へ４人出向。
※上記、消防２人は消防職。
※上記は、令和３年４月１日付けで任用された職員の状況。

イ　任命権者別退職者数（R3.4.1～ R4.3.31）

（２）　部門別職員数

部門別職員数の状況と主な増減理由
※上記表においては、地方公共団体定員管理調査に基づき作成しています。

■２　職員の競争試験及び選考の状況
　　令和３年度において、次のような競争試験を実施しました。各任命権者は、その合格者のうちから職員を採用しています。
（１）　第２回職員採用候補者試験の実施状況 
ア　職員採用候補者試験の試験職種、申込者数、受験者数、合格者等の状況

（２）　宜野湾市身体障害者を対象とした選考試験の実施状況 
実施無し

（３）　第１回宜野湾市職員採用選考試験の実施状況 
ア　選考試験の試験職種、申込者数、受験者数、合格者等の状況

（単位：人）

（単位：人）

■３　職員の給与の状況
（１）　人件費の状況（普通会計決算）

（２）　職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。　２　職員数は令和３年４月１日現在の人数である。

（３）  職員の平均給料月額及び平均年齢の状況（令和４年４月１日現在）　　　（４）  職員の初任給の状況（令和４年４月１日現在）

（５）　職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和４年４月１日現在）

（注）経験年数とは、卒業後直ちに採用され引き続き勤務している場合は、採用後の年数をいうものである。

（６）一般行政職の級別職員数の状況（令和４年４月１日現在）

（７）職員の手当の状況（令和４年４月１日現在）

（８）特別職の報酬等の状況（令和４年４月１日現在）

(注）市議会議員の退職手当の支給はありません。

　　　　　　  ※詳しい内容は、人事課のホームページでご覧になれます。 宜野湾市ホームページ ▶ 

部局 市長 議会 選管 監査 教委 消防 水道 市全体
採用者数 16 0 0 0 4 2 0 22

区　分 住民基本台帳人口 歳出額 実質収支 人件費 人件費率 （参考)
(令和４年１月１日) A B (B/A) 令和２年度の人件費率

令和３年度 人 千円 千円 千円 ％ ％
100,317 52,605,916 1,423,349 6,235,179 11.9 10.5

区　分 1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級 合計標準的な職務内容 主事 主事 主任主事 係長 課長 次長 部長
職員数 50人 50人 164人 428人 46人 13人 9人 760人
構成比 6.6% 6.6% 21.6% 56.3% 6.1% 1.7% 1.2% 100%

区　分 職員数 給与費 １人当たり
A 給　料 職員手当 期末手当 計　　B 給与費（B/A)

令和３年度 人 千円 千円 千円 千円 千円
667 2,244,062 451,146 882,584 3,577,792 5,364

区分
一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

平均給料月額 平均年齢 平均給料月額 平均年齢
298,200 円 40.8 歳 352,300 円 53.4 歳

区　分 決定初任給 採用 2年経過後給料額

一般行政職 大学卒 182,200 円 193,900 円
高校卒 150,600 円 158,900 円

技能労務職 高校卒 147,900 円 156,300 円
中学卒 139,900 円 146,800 円

区　分 経験年数 10年 経験年数 15年 経験年数 20年

一般行政職 大学卒 250,467 円 282,618 円 340,950 円
高校卒 210,133 円 250,700 円 282,940 円

技能労務職 高校卒 －円 - 円 - 円
中学卒 －円 - 円 - 円

部局 市長 議会 選管 監査 教委 消防 水道 市全体
退職者数 8 1 0 0 9 0 0 18

内訳
定年 1 1 0 0 2 0 0 4
勧奨 3 0 0 0 2 0 0 5
その他 4 0 0 0 5 0 0 9

区　　分 職員数 対前年 主な増減理由部　　門 令和３年 令和４年 増減数

一般行政部門

議      会 8 9 1 議会機能の強化
総      務 136 141 5 西普天間住宅地区開発や世界のウチナーンチュ大会対応など
税      務 42 41 △ 1 業務バランスを鑑みた減員
民      生 131 137 6 生活保護関連業務や待機児童解消対策など
衛      生 34 37 3 新型コロナウイルスワクチン接種や特定健診受診率向上対策など
労      働 3 5 2 企業誘致の取組強化
農林水産 3 3 0
商　　工 10 11 1 教育委員会からスポーツ業務の移管による
土　　木 69 70 1 西普天間住宅地区開発業務の対応
小　　計 436 454 18

特別行政部門
教　　育 121 117 △ 4 市長部局へのスポーツ業務の移管等による
消　　防 93 96 3 消防体制の強化
小　　計 214 213 △ 1

公営企業等
会計部門

水　　道 26 26 0
下 水 道 12 12 0
そ の 他 42 41 △ 1 業務バランスを鑑みた減員
小      計 80 79 △ 1

合      計 730 746 16

職　　種 申込者数 受験者数 一次合格者 二次合格者
上級行政職（一般事務） 123人 75人 19人 17人
中級行政職（一般事務） 21人 15人 6人 1人
初級行政職（一般事務） 33人 23人 7人 2人
上級行政職（学芸員） 12人 8人 2人 1人

上級建築職 1人 1人 1人 1人
保育教諭 16人 12人 4人 2人
上級消防職 8人 8人 5人 1人
初級消防職 49人 38人 4人 2人
計 263人 180人 49人 27人

期末・勤勉手当

区　　分 6月期 12月期 計 役職加算
期末手当 (令和３年度支給割合 ) 1.300 月分 1.300 月分 2.60 月分 職務の級等により

5％～15％加算
勤勉手当 (令和３年度支給割合 ) 0.925 月分 0.925 月分 1.85 月分

計 2.225 月分 2.225 月分 4.45 月分 

退職手当

区　　分 自己都合退職 勧奨・定年退職

支給率

勤続 20年 19.6695 月分 24.5869 月分 
勤続 25年 28.0395 月分 33.27075 月分 
勤続 35年 39.7575 月分 47.709 月分 
最高限度額 47.709 月分 47.709 月分 

令和３年度平均支給額 3,682 千円 17,668 千円
定年前早期退職特例措置 2％～ 20％加算
退職時特別昇給 無

主
要
三
手
当

扶養手当

内　　容 国の制度との異同 国の制度と異なる内容
配偶者月額 6,500 円、子月額 10,000 円

同 ―父母等 6,500 円
16歳から 22歳の子１人につき 5,000 円加算

住居手当 住居を借り受け家賃を支払っている場合に支給 同 ―上限月額 28,000 円

通勤手当
通勤距離が片道 2ｋｍ以上から支給

異
自家用車等使用は距離に応じて月額 2,000 円
～ 31,600 円

交通機関利用は定期券等の額   上限月額 55,000 円
自家用車等使用は距離に応じて月額 2,300 円～ 40,000 円

地域手当 制度なし

特殊勤務手当

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和３年度 ) 23.7%
支給職員１人当たり平均支給年額 (令和３年度決算 ) 77,707 円

手当の種類 １4種

代表的な手当の名称 支給額の多い手当 徴税及び滞納整理手当　福祉事務従事手当・建築主事手当
多くの職員に支給されている手当 消防活動手当・福祉事務従事手当

令和２年度支給総額 146,495 千円 職員 1人当たり平均支給年額 218千円
時間外勤務手当 令和３年度支給総額 145,662 千円 職員 1人当たり平均支給年額 382千円

職　　種 申込者数 受験者数 一次合格者 二次合格者
上級行政職（社会福祉士） 18人 16人 10人 3人

上級保健師職 19人 9人 5人 3人
上級土木職 18人 14人 7人 1人
計 55人 39人 22人 7人

区　　分 給料月額等 期末手当 退職手当（算定方法：任期４年満了の場合）

給　　料

(令和３年度支給割合 )
市　長 901,000 円 6 月 期　1.675　月分 給料月額×在職期間 4 年×500/100
副市長 742,000 円 12 月期　1.675　月分 給料月額×在職期間 4 年×300/100

　計　　3.350　月分

報　　酬

議　長 479,000 円 (令和３年度支給割合 ) －
副議長 426,000 円 6 月 期　1.675　月分 －

常任 ( 運営 ) 委員長 409,000 円 12 月期　1.675　月分 －
議　員 400,000 円 　計　　3.350　月分 －


